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STI政策に関する
「我が国の基本的課題のレビュー」(8)

2024年8月30日

未来工学研究所 平澤 泠
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過去のレビューシリーズの資料と動画サイト
https://www.ifeng.or.jp/2024_grips_lecture/

https://www.ifeng.or.jp/2024_grips_lecture/
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今回の課題：第３の基本的課題（下位政策）の2回目

■前回（７）の内容

１．上位政策のまとめ

２．「事業」に該当する「下位政策」のかかる論点

３．我が国の「現行政策評価体制の問題」：林 隆之

４．EUにおけるR&D政策立案のサポート：野呂高樹

■今回（８）の予定

１．林 隆之

２．野呂高樹

３．伊地知寛博

４．質疑と次回につなげる話題（「政策評価法」の問題点等）：平澤

1

我が国を含む世界の下位（一般的）政策の動向の注目すべき論点に関する認識を深める。
世界のSTI政策形成・実施・評価のための制度整備と体制構築～政策運営の高度化のためのスキルを巡って～
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我が国における公的研究開発評価制度の展開
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01.01  新府省体制発足
01.03 （第2期）科学技術基本計画（閣議決定） 01.01  内閣府・総合科学技術会議設置法（施行）

01.04  独立行政法人発足と独法評価の実施
01.06  行政機関が行う政策の評価に関する法律（政策評価法）成立（02.04施行）

01.11  国の研究開発評価に関する大綱的指針（第２次）（内閣総理大臣決定）
02.04  経済産業省技術評価指針 04.04  国立大学法人評価の実施 

02.04  総合科学技術会議評価専門調査会による重要研究開発課題の評価

65  農林省研究所レビュー
66  通産省大型プロジェクト評価
71  科学技術会議5号答申（ソフトサイエンスの振興）
84  科学技術会議11号答申：研究評価の充実 85  臨時行政改革推進審議会答申（科学技術政策大綱提起）
85  科学技術会議政策委員会・研究評価指針策定委員会の設置
86  「研究評価に関する基本的考え方」、「研究評価のための指針」（研究評価技術策定委員会）
87  科学技術会議政策委員会：大規模プロジェクト評価の検討の進め方
87  科学技術会議13号答申：国研問題
89,90  厚生省評価マニュアル 92  科学技術会議19号答申（ソフト系科学技術の研究開発基本計画）

95  科学技術基本法公布･施行
96  （第1期）科学技術基本計画（閣議決定）
97  国の研究開発全般に共通する評価の実施方法の在り方についての大綱的指針（内閣総理大臣決定）
97  郵政省・農水省・通産省・科学技術庁・文部省などの評価指針
98  厚生省・環境庁・運輸省・防衛庁など評価の指針

98  中央省庁等改革基本法（施行）
98  科学技術会議による評価実施状況のフォローアップ（以降毎年実施）

99  各省庁設置法等からなる中央省庁改革関連法成立
99  独立行政法人通則法（公布）
99  経済産業省における政策立案・評価指針など

00.04  大学評価・学位授与機構設置法（施行）

05.03  国の研究開発評価に関する大綱的指針（第３次）（内閣総理大臣決定）
06.03  （第3期）科学技術基本計画（閣議決定） 05.12  政策評価に関する基本方針（閣議決定） 政策評価の実施に関するガイドライン（府省連絡会議）

08.10  国の研究開発評価に関する大綱的指針（第４次）（内閣総理大臣決定）
11.07  （第4期）科学技術基本計画（閣議決定）

12.10 国の研究開発評価に関する大綱的指針（第５次）（内閣総理大臣決定） 13.12 目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン（府省連絡会議）

16.12 国の研究開発評価に関する大綱的指針（第６次）（内閣総理大臣決定）  14.07  研究開発法人評価指針
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「政策評価に関する基礎資料集」総務省行政評価局（2024年3月）

「政策評価審議会」では、これらの問題点をほぼ認識しているが、
所掌範囲を超えた改革ができない状況にある。次回どのようにす
べきか、検討を深めたい。

3

STI政策、独立行政法人、国立大学法人等の個別評価ガイドラインの他に政策一般を対象にした政策評価法がある
行政官は人事異動先によっては異なる評価スキルを個別に習得する必要がある
政策評価を独立した作業と位置づけている。実は、体系的作業の一断面にすぎないが
本来なら、戦略形成・環境分析・課題認識・政策形成実施評価見直しと、さらに上位政策との連携が必要
米国のように機関ごとの戦略が明確でない状況で、たんに上位政策との関連付けでそれを代替している
体系的なデータベースが整備されていない。「中央統計機構」はあるがデータ構造の共通化等の強い権限と専門性が必要

情報技術を核とした大変革期のただ中にあるが、それに対応した新構想「政策評価」を支える知的基盤の整備が整っていない



Copyright ©2024 IFENG All Rights Reserved. 4



Copyright ©2024 IFENG All Rights Reserved.

世界の潮流と我が国の位置づけ

5

日本の科学技術基本計画と政策運営の現状

◼第４期の科学技術基本計画はNPMの原則に貫かれた形で編纂されていた。ポストモダンに属し、授権empowerment型経営スタイルに特徴があり、協働・
熟慮による状況の共有の下で、下部ないし現場に権限を委譲し、実施者の参加と自主的判断を尊重する。

◼第4期の後半以降の政権運営は、ニーズを知る現場への授権とは真逆の中央集権的方式が強化され、前近代的公共経営に舞い戻っている。

米国における政策運営の原理的進化

◼クリントン、W.ブッシュ、オバマと大統領の交代に伴ってGPRA、PART、GPRAMAと、予算査定の方式が状況に合わせて変化してきている
◼ GPRAは各政府機関に3-5年先までの戦略計画の形成と、その進捗状況を併せて予算要求すべきことを義務付けた。
◼ PARTは政策のプログラム化を実効的に求めるもので、それまで成果の表現を仮想的誇大に示す習慣がOMBによって厳しく問われ、魅力的なターゲット
を実現可能な方式（プログラム）が構想されるまで手段が磨かれ、プログラムが是正された。

◼ GPRAMAはGPRAの現代化版であり、スキルの向上したそれぞれの政策担当者に策定作業を委ね、機構内でより有効な政策への転換を促す体制の導入を
図った。

EUにおける政策運営の原理的進化

◼まず、各国独自の方式をEU方式に統合する過程で大幅な革新が起こり、各国比較を通して情報共有とスキルアップが図られた。
◼優秀な官僚が出向ではなくEUプロパーの官僚として採用されるに至り、その高いレベルが応募者に要求されると共に、進化した方式も生み出されて来た。
◼ FPの変化を辿ると、R&DないしRTDがR&Iに拡張され、社会経済的課題が中心的に扱われるようになった。ステージ→メカニズム→ターゲットというファ
ンディングの枠組みの進化が研究開発から社会課題の解決まで対象領域の拡大に寄与した。

中国や韓国における政策運営の原理的進化

◼中国の5カ年計画は第11次から「規画」へと内容の転換が図られ、厳格な計画ではなく方向性や期待を含む企画へと衣替えをした。
◼第12次からは課題の募集に始まり分析を深めるべき領域を策定し、その分析者の公募も始まった。策定プロセスの大衆化が進められている。
◼韓国では早い段階から行政プロセスに、進んだ専門性の導入を計画的に図ってきた。
◼専門的知見やスキルはそれらを体化したヒトを組織化し行政プロセスの支援機関としてプールする方式へと進化してきている。
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EUの政策形成実施機構
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欧州委員会の部局
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中国の政治行政組織
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総理

政治局 25人毎月

中央委員会 300人

中国共産党全国大会 2000人
１回/5年

中国共産党員
8千万人

国務院常務委員会

10人週２回

国務院弁公会

国家発展改革委員会

工業・情報化部

科学技術部

教育部

交通運輸部

農業部

国防部

安全部

財政部

その他16機関

国務院直属機構
国家統計局等15機関

国務院直属事業単位
中国科学院、中国工程院、

中国社会科学院、中国気象局、
中国自然科学基金委員会、

等13機関

主席

国家中央軍事委員会

中国共産党
中央軍事委員会

人民解放軍

常務委員会

全国人民代表会議

2985人 1回/年

委員長

主席

常務委員会

国家主席

全国政治協商会議

各省市政府各省市政府各省市政府

中国共産党組織

人民法院

国家副主席

副総理 中央規律検査委員会

中央政法委員会

宣伝イデオロギー

書記

担当

中央書記局

中国共産党総書記

常務委員会 7人毎週

50人 毎月

１回/年

行政組織 その他の主要組織：軍・立法・司法・等
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李明博政権の科学技術行政の体制
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科学技術主要政策等について大統領に答申 

 

 

 

委員長：大統領 

委  員：３０人の民間諮問委員 

 

 

科学技術政策の最高意思決定機関 

 

 

 

委員長：大統領 

委  員：部処長官 １０人 

民間委員 １３人以内 

 

国家科学技術委員会 教育科学技術諮問会議 

教育科学技術部 知識経済部 

基礎技術研究会 産業技術研究会 

●韓国科学技術研究院 KIST 

●韓国基礎科学支援研究院 KBSI 

●付設）国家核融合研究所 NFRI 

●付設）国家数理科学研究所 NIMS 

●韓国天文研究院 KASI 

●韓国生命工学研究院 KRIBB 

○韓国漢医学研究所 KIOM 

●韓国標準科学研究所 KRISS 

○韓国海洋研究開発院 KORDI 

○付設）極地研究所 KOPRI 

○韓国航空宇宙研究院 KARI 

○韓国原子力研究院 KAERI 

○韓国科学技術情報研究院 KISTI 

◎韓国生産技術研究院 KITECH 

◎韓国電子通信研究院 ETRI 

◎付設）国家保安技術研究所 NSRI 

○韓国建設技術研究院 KICT 

○韓国鉄道技術研究院 KRRI 

◎韓国食品研究院 KFRI 

○韓国地質資源研究院 KIGAM 

◎韓国機械研究院 KIMM 

◎付設）材料研究所 KIMS 

○韓国エネルギー研究院 KIER 

◎韓国電気研究院 KERI 

◎韓国化学研究院 KRICT 

◎付設）安全性評価研究所 KIT 

注：●旧基礎技術研究会（7機関） ◎旧産業技術研究会（9機関） 

○旧公共技術研究会（10 機関） 

大統領室 

国務総理 

放送通信委員会 
国家情報院 

監査院 

 
 

各部処 

 

経済人文社会科学研究会 

科学技術政策研究所 

STEPI 

韓国環境研究院 KEI 

等 23機関。 

その一部を改編し， 

未来研究院を創設する

案を検討中。 

 
 
部処直轄機関 

 

韓国科学技術 

企画評価院

KISTEP 

韓国先端 

科学技術大学院 

KAIST 

 

等 9機関 

 

未来企画委員会 

大統領 

国務総理室 
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朴槿恵政権の行政組織
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文在寅政権の科学技術政策関連組織の一部
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韓国のSTI関連政策体系（その１）朴槿恵政権
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韓国のSTI関連政策体系（その２）朴槿恵政権
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研究開発投資と成果の関係
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実績の把握

15

・評価の対象に加えるべき内容と、実施関係者の責任の範囲を明確にする。
・責任範囲の成果が大きくなるようにプロジェクトのマネジメントを工夫する 。

◆実績の区分 ◆アディショナリティ

◆目的との照合

◆関係者の責任範囲

Performance

Product

Process

Output

Outcome

Impact

System

Actor

Management

Proxy Output

Proxy Outcome

Proxy Impact

実績

成果

過程

アウトプット

アウトカム

インパクト

制度

体制

運営

プロキシアウトプット

プロキシアウトカム

プロキシインパクト

Process

Performance

Product

Process

Output

Outcome

Impact

System

Actor

Management

Proxy Output

Proxy Outcome

Proxy Impact

実績

成果

過程

アウトプット

アウトカム

インパクト

制度

体制

運営

プロキシアウトプット

プロキシアウトカム

プロキシインパクト

Process

X

実施前 実施後

公的資金を投入しない
比較対象の実績

比較対象の推定実績 O1 O4’

実施前 実施後

X(A)

単純な実績：X

X = O2 – O1

O1

O2

O4

O3

アディショナリティ： X(A)

X(A) = (O2 – O1) – (O4 – O3)

実
績
の
状
態

O1 O2
公的資金を投入した
対象の実績

O4’

O4

公的
資金

を投
入し

た

対象
の実

績

公的資金を投入
しない

比較対象の実績

O3 O4

比較対象の状態が

O1=O3, O4’=O4

であると仮定すると、
X(A)=O2=O4’

X

実施前 実施後

公的資金を投入しない
比較対象の実績

比較対象の推定実績 O1 O4’

実施前 実施後

X(A)

単純な実績：X

X = O2 – O1

O1

O2

O4

O3

アディショナリティ： X(A)

X(A) = (O2 – O1) – (O4 – O3)

実
績
の
状
態

O1 O2
公的資金を投入した
対象の実績

O4’

O4

公的
資金

を投
入し

た

対象
の実

績

公的資金を投入
しない

比較対象の実績

O3 O4

比較対象の状態が

O1=O3, O4’=O4

であると仮定すると、
X(A)=O2=O4’実施者との関係

直接 間接

目的との
関係

主題的

副次的

• 目的に掲げる本質的成果（アウトカム1）。
• 目的に掲げる行為の中で副次的に得られた成果（アウトカム2）。
事前評価では、期待される副次的成果を可能な限り目的の中に
組み込んでリスクを削減する。

• 実施者の行為と関係なく第三者によってあげられる成果（インパ
クト）には感知しない。評価の範囲には加えない。

「直接」：資金を得た実施者。「間接」：直接実施者と日常的に情報交換を
行っている資金によらない実施者（ベーター法）
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物理モデルにおけるアウトカム
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input

入力
内部装置

（internal system）
外部装置

（external system）output

出力 結果 result

outcome
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アウトカムの原義（レオンチェフモデル）
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input 活動
主体

income

output

outcome

市場内

市場外

活動連鎖

活動連鎖
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目標設定とアウトカム（PART方式）
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プログラムが
意図した
最終受益者

直接的成果

アウトプット／中間アウトカム

間接的成果

社会一般

入力

インプット

特定の
受益者

プログラム実施者

関連プレイヤー

プログラムの責任の範囲

アウトカム インパクト

プログラム

アウトカム
（Outcomes）

目的

（Objectives）
目標

（Targets）

アウトプット

（Outputs）

プログラムの範囲

プログラムの受益者プログラムの企画者と実施者

プログラム

アウトカム
（Outcomes）

目的

（Objectives）
目標

（Targets）

アウトプット

（Outputs）

プログラムの範囲

プログラムの

中間的受益者

プログラムの

企画者と実施者

中間
アウトカム
（Intermediate

outcomes）

プログラムの受益者

プログラムの所掌範囲とインパクト

プログラムの目的・目標・アウトカム プログラムの目的・目標・アウトカム（多段階）
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PARTモデル

19

修正されたプログラム
implemented program

補助装置
supporting instruments

活動の水準 =  outputs
 level of activities

結果の連鎖 = outcomes
 chain of results

プログラム

program

中間結果1

intermediate 

outcome 1

中間結果2

intermediate 

outcome 2

意図した結果
intended results

= outcomes

入力

inputs
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GPRAモデルと施策所掌範囲

20

施策実施者

関連プレイヤー

施策が意図した
最終受益者

直接的成果

アウトプット／中間アウトカム インパクト

間接的成果

アウトカム

社会一般

入力

インプット
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アウトカム： 施策の「意図した結果」（事前）

施策「目的に照らした」「本質的内容」（事後）
成果の内容的側面や本質的側面に注目して把握される
• 研究開発施策の場合たとえば「論文の質的内容」
• 施策目的が疾病予防の場合「予防効果の向上率」等

アウトプット： 「意図した結果」をもたらす「活動のレベル」（事後）

施策「目的に照らした」「形式的成果」（事後）
成果の形式的側面や現象的側面に注目して把握される
• 研究開発施策の場合たとえば「論文数」
• 施策目的が疾病予防の場合「疾病者数のトレンド」等

インパクト： 「意図した結果」以外の「波及効果」

「意図した結果」を「直接的成果」とすると、第三者による「成果」に相当する
• 研究開発施策の場合たとえば「当該論文の読者等による当該論文の内容に基づく関連成果」
• 施策目的が疾病予防の場合「予防効果の向上が惹起するその他の社会経済的効果」
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